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核軍縮をめぐる各国の主張
• 伝統的な対立軸

漸進的（step by step）アプローチ VS 包括的(comprehensive)アプローチ
核兵器国（Ｎ５）や日豪、NATO諸国など 非同盟諸国（ＮＡＭ）：特定の時間枠内での核廃絶

• ９０年代後半以降に登場した新たな主張
• 核兵器条約（NWC）の提案

• コスタリカ、マレーシアなど ← ＮＧＯの働きかけ（IALANA, IPB, INESAPなど）

• 新アジェンダ連合（ＮＡＣ）
• ブラジル、エジプト、アイルランド、メキシコ、ニュージーランド、南ア、（スウェーデン） （１９９８年に結成）

• 2000年NPT再検討会議の成果（核廃絶への明確な約束など）を重視

• 近年では６条実施の効果的措置の枠組み検討を提案（２０１５年ＮＰＴ再検討会議作業文書）

• 人道的アプローチ
• スイス、ノルウェー、オーストリア、メキシコ、ニュージーランド、南アなど

• 核使用の非人道性（壊滅的帰結）や国際人道法の徹底を重視
• 核兵器使用・保有の法的禁止を指向

• ビルディング・ブロック・アプローチ
• ＮＰＤＩ（軍縮・不拡散イニシアティブ。日豪など１２カ国） 2010～
• 核なき世界の構成要素（核実験禁止、物質生産停止など）を個別に並行的に検討・追求する。

5



人道的アプローチ
核兵器禁止条約への道
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２０１０年のＮＰＴ再検討会議最終文書から
• 「会議は、条約の目的に従って、すべてにとって安全な世界を
追求し、核兵器のない世界の平和および安全を達成することを
決意する。」（Ａ. i）

• 「会議は、核兵器国による核軍縮につながる重要措置が、国際
の安定、平和、安全を促進し、また、すべてにとって強化され、
減じない安全という原則に基づくべきであることを再確認す
る。」（A.ⅳ）

• 「会議は、核兵器のいかなる使用も壊滅的な人道上の帰結をも
たらすことに深い懸念を表明し、すべての国家が国際人道法を
含む適用可能な国際法をあらゆる時点において遵守する必要
があることを再確認する」（A. v）

• 「会議は、すべての核兵器国に対して、具体的軍縮努力を行な
うことを要求し、すべての国家が核兵器のない世界を達成しか
つ維持するために必要な枠組みを確立する特別の努力を払う
必要があることを確認する。会議は、国連事務総長の核軍縮
のための５項目提案に留意する。この提案は、とりわけ、強力
な検証システムに裏づけられた、核兵器条約または相互補強
的な別個の文書からなる枠組みに関する合意の検討を提案し
ている。」（B. iii）

（２０１０年ＮＰＴ再検討会議最終文書から）
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人道的アプローチの登場
• ２０１０年 ケレンベルガー赤十字国際委員会（ＩＣＲＣ）総裁
（当時）声明
• ＩＣＲＣは、核兵器のいかなる使用も、国際人道法の規則と両立可
能とみなすことは困難だと考えます。

• ＩＣＲＣはすべての国家に対して、核兵器の使用に関するそれぞれ
の見解にかかわりなく、核兵器が再び使用されないことを確保す
るよう訴えます。

• ICRCの見解によれば、核兵器の使用を阻止するためには、法的
拘束力を有する条約により、このような兵器を禁止し完全に廃絶
することを目的とする交渉を遂行するという既存の義務の履行が
必要となります。

cf. マウラー現総裁も同様の声明（2015.2.18）
http://jp.icrc.org/event/18022015/

• このほかスイスなどがこの立場
8
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人道的アプローチの背景②
• ２０１１年 赤十字代表者会議決議１「核兵器の廃絶に向けた作業」

• ｢核兵器のあらゆる（any）使用から生じると予期されうる計算しがたいincalculable人
間の苦痛、いかなる適切な人道的対応能力も欠如していること、およびその使用を
防止すべき絶対的な義務を強調し｣（１項）

• 「核兵器のいかなる使用も、国際人道法の規則、とくに区別、予防措置および均衡
性の諸規則と両立し得ることを予期することは困難であるとみなし」（２項）

• すべての国家に対して「核兵器の合法性についての各国の見解の如何にかかわら
ず、核兵器が二度と再び使用されないことを確保すること」ならびに「現行の誓約お
よび国際義務に基づき、法的拘束力のある国際義務を通じて、核兵器の使用を禁
止する、および核兵器を完全に廃絶する交渉を、誠実に遂行し、および緊急かつ断
固として完結させること」を呼びかけた（３項）。

• 赤十字運動の全構成員（all components）に対しては、「核兵器のいかなる使用から
も生じる壊滅的な人道的帰結、その使用から生じる国際人道法の諸問題ならびに
核兵器の使用禁止および廃絶に至る具体的な行動の必要についての意識を、公
衆、科学者、保健専門家および政策決定者の間で向上させる活動に、できる限り
従事すること」ならびに「核兵器の使用と関連する人道問題および国際人道法の問
題について政府その他の関係主体とできる限り対話を継続し、およびこの決議に
規定された運動の立場を普及することに従事すること」を呼びかけ（４項）。 9



核兵器の非人道性に関する声明・決議

1. 2012.5.2 ＮＰＴ再検討会議第１回準備委員
会でスイスが発表（１６カ国署名）

2. 2012.10.22 国連総会第１委員会でスイス
が発表（３５カ国署名）

3. 2013.4.24ＮＰＴ再検討会議第２回準備委
員会で南アが発表（８０カ国署名）

4. 2013.10.21 国連総会第１委員会でＮＺが
発表（１２４カ国とバチカンが署名）

5. 2014.10.20国連総会第１委員会でNZが発
表（155カ国とバチカンやパレスチナなどが
署名）

6. 2015.4.28第９回NPT再検討会議でオースト
リアが発表（159カ国署名）

7. 2015.12.7国連総会決議70/47「核兵器の
人道上の帰結」として採択（144/18/22）

8. 2016.12.5国連総会決議71/46「核兵器の
人道上の帰結」決議採択（144/16/24）

• 共通する内容

• 核兵器使用のもたらす壊滅的な人道上の
帰結に着目した上で、「いかなる状況にお
いても、核兵器が二度と使用されないこと」
の重要性を強調。

• 不使用を保証する唯一の方法は核兵器の
廃絶

• 核兵器のもたらす壊滅的な結果に対する
認識が核軍縮に向けたあらゆるアプローチ
や取り組みの下支え（４回目以降）

• ３回目以降は、２回目までと異なり、核使用が国
際人道法と両立しがたいことの指摘や核兵器
の違法化の主張はなされていない。

10

４回目～６回目は、同じタイトルの豪州主導の共
同声明も同時にでている。

人道的帰結に言及するも、安全保障考慮を
重視すべきとする主張。



核兵器の非人道性に関する国際会議
第１回 オスロ会議（ノルウェー）

２０１３年３月４日、５日

• １２７カ国、国連、ＩＣＲＣ、市民社
会が参加。

• 討議の要点
1. 核爆発への対処能力はない

2. 核兵器の長期的破壊効果は明ら
か。その潜在性は変わらない。

3. 核爆発の影響は地球規模に。

• 「人道言説により核兵器問題のリ
フレームに成功した」（アイデ・ノル
ウェー外相）

11
https://www.regjeringen.no/en/topics/foreign-affairs/humanitarian-efforts/humimpact_2013/id708603/

https://www.regjeringen.no/en/topics/foreign-affairs/humanitarian-efforts/humimpact_2013/id708603/


核兵器の非人道性に関する国際会議
第２回 ナジャリット会議（メキシコ）
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２０１４年２月１３日、１４日



核兵器国（米ロ英仏中）の反応
• ステップ・バイ・ステップのアプローチを阻害するとして不参加（オスロ・ナジャリット）

• 人道言説については温度差（２０１４年ＮＰＴ再検討会議準備委員会）

• 米：「破壊的な健康面での影響を含めて、核兵器使用の帰結への米国の深い認識こそが、こ
のほとんど壊滅的な兵器の削減と究極的な全廃への努力を導き、動機づけてきたのである」
（ゴッテメラー米国務次官発言）

• 英：核兵器使用がもたらしうる人道的帰結を十分に承知している。その使用を防止すべく努
力し、核なき世界の目標への着実なコミットをしている。最近の核使用の人道的帰結の強調
が軍縮ペースへのフラストレーションに由来することも認める。そのフラストを共有する。だが、
リアリズムとプラグマティズムでもってそれを和らげねば。

• ロ：核使用の極度に否定的帰結は十分承知しているし、それを防止するため必要なあらゆる
努力を払っている。人道的側面を強調し、それを非正当化に利用しようするのは、さらなる削
減条件創出のための実際的措置から国際社会を逸脱させる。

• 仏：核兵器は抑止概念の一部であり、使用の論理の一部ではない。核は戦場兵器ではなく、
潜在的敵対者による死活的利益への攻撃を抑止する手段。抑止が機能するには、潜在的侵
略者が攻撃にともなうリスクを計算するのを妨げるために、使用される場合を正確に記述し
ないし、記述するべきではない（国家報告）。ステップ・バイ・スッテプを支持。最近のイニシャ
チブのように並行プロセスを作りこのフォーラムを掘り崩すのに反対。

• 中：核戦争での人道的惨状は望まないので、先行不使用（国家報告文書）。
13



日本はどうか・・・
• オスロ、ナジャリットには参加。

• 政府代表として民間専門家や被爆者が発言、プレゼン

• １２５カ国声明（非人道性の第４回目声明）から署名に参加
• 「私たちは、核兵器のもたらす壊滅的な結果に対する認識が核軍縮に向けたあら
ゆるアプローチや取り組みの下支えなるべきであると確認しています。」

• 「核兵器が二度と使用されないことを保証する唯一の方法は、それらを全面廃棄す
ることでしかありえないのです。」

• 同日の１７カ国声明（オーストラリア発表）にも署名
• 核兵器爆発の直接的・長期的人道上の影響は明らかな懸念。

• *2010年行動計画を含む効果的軍縮への実際的持続的努力を強調。「核兵器を禁
止することそれ自体は、核兵器を持つ諸国を実質的かつ建設的に関与させること
なしには、そして、安全保障と核兵器の議論の人道的諸相との双方を認識すること
なしには、その廃絶を保証しないだろう。

• 同じことは第５回目の２０カ国声明（豪発表に日本も参加）でも言及。６回目も同じ
14



新たな核兵器禁止（BAN）条約の主張

• ＩＣＡＮ（核兵器廃絶国際キャンペーン）など市民社会から主張

•新アジェンダ連合（ＮＡＣ）なども選択肢として提案
• ブラジル、エジプト、アイルランド、メキシコ、ニュージーランド、南ア

•対人地雷・クラスター弾の禁止条約の実践の核への応用という側面も

15

• 核兵器の使用、開発、生産、貯蔵、移譲、取得、配備および資金
提供を禁止し、並びにこれら行為への援助を禁止

• 使用/実験の被害者の権利の確保、影響地域の除染・救援およ
びこれら義務履行のための協力・援助の提供

• 核兵器国の参加を当初からの必要条件としない。→ 非核兵器
保有国のみでの成立も視野

Published in April 2014 by Reaching Critical Will of the Women's International League for Peace and Freedom and 
Article 36, http://www.reachingcriticalwill.org/resources/publications-and-research/publications/8654-a-treaty-
banning-nuclear-weapons

http://www.reachingcriticalwill.org/resources/publications-and-research/publications/8654-a-treaty-banning-nuclear-weapons


核兵器の非人道性に関する国際会議第３回 ウィーン会議（オーストリア）

２０１４年１２月８日～９日

• １５８カ国と国連等の国際機関、NGOが参加。米英が初参加（中は専
門家が参加、印パは第１回から参加）

• 事実に基づく非人道性の議論に加えて法的視点からの評価が議論。
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https://www.bmeia.gv.at/en/european-foreign-policy/disarmament/weapons-of-
mass-destruction/nuclear-weapons-and-nuclear-terrorism/vienna-conference-on-the-
humanitarian-impact-of-nuclear-weapons/

議長総括のポイント
各セッションの結論

• 核爆発の影響は地球規模で人類の生存を脅かし、壊滅的。
• 核使用のリスクは増大。警戒態勢解除や役割低減もこれを排除できず。リス
ク回避は廃絶のみ。

• 核兵器爆発への人道的対処能力はない。
• 核使用・保有等を禁止する包括的法規範は不在、等

一般的見解及び政策面での反応

• 大多数の政府代表が、核兵器の最終的な廃絶は、核兵器禁止条約を含む、
合意された法的枠組みにおいて追求されるべきであることを強調した。

• いくつもの政府代表が、ステップ・バイ・ステップのアプローチこそ核軍縮を達
成するための最も効果的かつ具体的な方法であると主張した。

https://www.bmeia.gv.at/en/european-foreign-policy/disarmament/weapons-of-mass-destruction/nuclear-weapons-and-nuclear-terrorism/vienna-conference-on-the-humanitarian-impact-of-nuclear-weapons/


人道の誓約（Humanitarian Pledge）

• すべてにとっての人間の安全保障の責務に従い、
核兵器に由来するリスクからの文民の保護の促進
を誓約

• すべてのＮＰＴ国に対し、第６条に基づく既存の義
務を早期かつ完全に履行するとの自国のコミットメ
ントを一新するよう求め、そのために、核兵器の禁
止・廃棄の法的ギャップを埋めるための効果的な
諸措置を特定し、追求するよう求める。

• 受け入れがたい人道上の影響と関連するリスクの
観点から、核兵器を汚名化（stigmatise）し、禁止し、
廃絶する努力において、すべての関係者、諸国家、
国際機関、国際赤十字・赤新月運動、議員、そして
市民社会と協力する。

• ウィーン会議で
オーストリアが発
表（当初は「オー
ストリアの誓約）

•賛同国は、１２７
（2016/4/7現在）

• 2015年の国連総
会から「核兵器の
禁止と廃絶に向け
た人道の誓約」と
題する決議を提出
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https://www.bmeia.gv.at/fileadmin/user_upload/Zentrale/Aussenpolitik/Abruestung/HINW14/HINW14vienna_Pledge_Document.pdf


第９回ＮＰＴ再検討会議（２０１５年）
• NACによるＮＰＴ６条の「効果的措置」探求の提案（核
兵器禁止条約などを含む）

• N5など核保有・依存国の抵抗：ステップバイステップ
の強調

• 議長最終案（未採択）のポイント
• あらゆる核兵器の使用による壊滅的で非人道的な結末に関
する深い懸念が，核軍縮分野における努力を下支えし続け
るべき「鍵となる要素」。核兵器が決して使用されないことが
人類の利益とすべての諸人民の安全である。

• ６条の「効果的措置」を特定・彫琢する作業部会を国連総会
に設置。これは核なき世界達成の法的規定/他の取極を含
む。同作業部会はコンセンサスによるべきで、この包摂的プ
ロセスにすべての国の参加を奨励する。

• 中東問題をめぐる決裂
• 1995年の中東非大量破壊兵器地帯設置決議を実施するた
めの中東会議開催が課題

• 開催方法・手続をめぐり、米英加と中東諸国の意見が一致
せず

• 「人道の誓約」（オーストリアの誓約）の支持拡大
• 113カ国（2015.7.14現在） 18

期間：2015.4.27-5.22（ニューヨーク）
参加：161カ国、イスラエル（オブザー
バー）、国連やIAEA等国際機関、
NGO(107団体）



国連総会第７０会期（2015年）での議論①
「核兵器の全面的廃絶に向けた新たな決意
の下での共同行動」（決議７０/４０）

• 日本提出（共同提案国107か国）

• 内容
• 核兵器の非人道性への深い懸念が核な
き世界への全ての国の努力を下支えする
（パラ２）

• 核戦力の透明性向上（パラ９）

• 北朝鮮に核実験不実施や核兵器等の放
棄を求める（パラ１７）

• 世界の指導者・若者による被爆地訪問等
で核兵器の実相認識を広める（パラ２３）

• 投票結果：166-3（中ロ北）-16（米英仏
等）

核兵器国の投票説明

• 仏：核使用の重大な帰結は十分に
承知。このアプローチが核軍縮の
努力を下支えするとの事実にコン
センサスはない。

• 中：ヒロシマ・ナガサキ問題。人道
問題は歴史を無視する道具では
ない。

• ロ：中国見解を支持（歴史問題）。
人道議論には実体がなく、核削減
は国際の安全と戦略能力を強化し
てこそなされるべき。
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国連総会第７０会期（2015年）での議論②

人道関連３決議

• 「人道上の帰結」（決議７０/４７）：オースト
リア等提出
• 内容：核使用の人道上の帰結を懸念。不使用
が人類生存の利益。壊滅的帰結の認識が核
軍縮取組みを下支え。（従来の非人道性声明
と同じ）

• 投票結果：144-18-22、日本は賛成

• 「人道の誓約」（決議７０/４８）：オーストリ
ア等提出
• 内容：核兵器の禁止・廃絶の法的欠缺を埋め、
核兵器に汚名化する。

• 投票結果：139-29-17、日本は棄権

• 「倫理上の責務」（決議７０/５０）：南ア提出
• 内容：核軍縮の倫理上の責務を強調。核兵器
は集団安保を阻害。核使用は国際法に反する。

• 投票結果：132-36-16、日本は棄権

核兵器（依存）国の見解

• 27カ国声明（豪州など主として米国
の核の傘、日本不参加）
• 安全保障と人道原則は共存する。包
摂的対話が重要。

•米英仏の投票説明（反対）
• 保有国が賛成しなくても核兵器を禁
止しようとの意図を感じる。核兵器の
禁止はＮＰＴを根底から損なう。

•中国の投票説明（棄権）
• 核使用の人道上の帰結は重要。核軍
縮はグローバルな安全保障環境無視
しては不可能。
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国連総会第７０会期（2015年）での議論③

「多国間核軍縮交渉への前進」（決議７０/３３）

•内容：核兵器なき世界に必要な効果的
法的措置を扱う公開作業部会（OEWG）
設置（2016年）。

• メキシコ等提出

•投票結果：138-12-34、日本は棄権

P5（N５）の投票説明（反対）

• 全てにとって漸増し低減されない安全
の原則によって核なき世界を追求。保
有国が支持しない禁止文書では廃絶
はなく、NPT体制を根底から損なう。

• ステップ・バイ・ステップが唯一の選択
肢。

• 適切な任務の作業部会などでの議論
の回路を開いている。コンセンサスに
よってこそ生産的成果。

• この決議は安全保障の考慮を無視し、
分断的な取り組みだ。
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２０１６年公開作業部会（ＯＥＷＧ）について
概要

• 「多国間核軍縮交渉を前進さ
せるオープンエンド作業部会」
（OEWG）

• 2016年2月、5月、8月に会合

• 「核兵器のない世界の達成お
よび維持するために締結され
る必要がある具体的で効果的
な法的措置、法的規定および
規範に実質的に取り組む」み、
総会に「合意された勧告」を提
出すること等が任務

• 約100か国と多数の市民社会
等が参加

• 報告書は賛成68、反対22、棄
権13で採択。日本は棄権

報告書における勧告

67．作業部会は、〔報告書の〕34項に概述されているような、
核兵器の全面廃絶に向けた核兵器を禁止する法拘束的文書
を交渉するための、すべての国に開かれ、国際組織および市
民社会の参加と貢献を得る会議を総会が2017年に招集する
ことを、広範な支持を得て（註3）、勧告する。作業部会は、他
の諸国（註4）が前記勧告に同意していないことを認め、ならび
に同諸国が、多国間核軍縮交渉を前進させるいかなるプロセ
スも、国、国際および集団の安全保障上の懸念に取組まなけ
ればならないことを勧告し、合意が存在していない40項および
41項に概述されているような、多国間核軍縮交渉を前進させ
るための並行的かつ同時的で効果的な法的および非法的措
置からなる実際的ステップの追求を支持したことを認める。

（註3）この勧告を支持する国は、とりわけ、アフリカグループ
（54カ国）、東南アジア諸国連合（10カ国）およびラテンアメリ
カ・カリブ諸国共同体（33カ国）の構成国、並びにアジア・太平
洋および欧州の一定数の諸国からなる。

（註4）この勧告を支持する国は、とりわけ、漸進的アプローチ
を唱える24カ国からなる。
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「核兵器の全面廃絶に向けた核兵器を禁止
する法拘束的文書」とは？
２０１６ＯＥＷＧでの議長統合文書から

① 包括的核兵器禁止条約
• コスタリカ、マレーシア等

② ＢＡＮ条約
• メキシコ等

③ 枠組条約
• スウェーデン、スイス等

④ ビルディングブロック（積み木方
式）
• 日本やＮＡＴＯ諸国等

2016年国連総会決議71/258

2016.10.27（第1委）：賛成123(北朝鮮）、反
対38（米ロ英仏ｲｽﾗｴﾙ、日韓）、棄権16（中
印パ、蘭ｽｲｽ）

2016.12.23（総会）： 113-35-13

• 「核兵器の全面廃絶に向けた核兵器を
禁止する法拘束的文書を交渉する国連
会議を2017年に開催することを決定」（パ
ラ８）

• 「会議参加国に対して、核兵器の全面廃
絶に向けた核兵器を禁止する法拘束的
文書を可及的速やかに締結するための
最善の努力を払うことを求め」る（パラ
12）
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人道的アプローチに基づく取組み
共同声明 → 国連総会決議

• ＮＰＴ会合や国連総会での諸国
による共同声明（2012∼2015）

• 人道上の帰結への着目

• 不使用の重要性

• 廃絶が唯一の方法

• あらゆるアプローチの根底に
帰結認識

• 国連総会での決議（2015～）

• 人道上の帰結

• 倫理上の責務

核兵器の非人道性に関する

国際会議

• オスロ会議（2013.3、ノルウェー）

• 事実の確認

• ナジャリット会議（2014.2、メキシ
コ）

• 事実の確認＋法的禁止への決
意表明

• ウィーン会議（2014.12、オースト
リア）・・・US,UK参加

• 事実と法の現状確認

• 人道の誓約と総会決議（2015、
2016）

国連オープンエンド作業部会（ＯＥＷ
Ｇ）

• 2013年ＯＥＷＧ

• 任務：核兵器のない世界の達成
と維持のための多国間核軍縮交
渉に前進する提案を発展させる
こと

• 核なき世界維持に必要な要素と
しての核使用禁止

• 印パのみ参加。Ｐ５不参加

• 2016年ＯＥＷＧ（→2017年禁止条約
交渉開始を勧告）

• 2016年総会決議71/258
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• 人道上の帰結という事実認識の深化・共有
• 人間の安全保障、文民の保護という理念
• 核兵器の「汚名化」（stigmatise）による禁止・廃絶の主張
• 核兵器の禁止・廃絶の「法的ギャップ」を埋める措置の要請

安全保障を重視する
立場からの強い反対
（Ｎ５、傘の国）



核兵器禁止条約（ＴＰＮＷ）とは
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核兵器禁止条約
Treaty on the Prohibition of Nuclear Weapons（TPNW）

• 「核兵器の全面廃絶に向けた核兵器を禁止する法拘束的文書を交渉する国連
会議」

• 会議の根拠決議：総会決議７１/２５８（2016年12月23日採択）

• 会期：２０１７年３月２７日～３１日（第1会期）、６月１５日～７月７日（第2会期）

• 「参加」国：１３０か国以上、国際機関、ＮＧＯなど（Ｎ５、印パ、イスラエル、北朝鮮、
韓豪加独などは不参加）
• 日本は、３月会期の冒頭に出席し演説、「建設的かつ誠実に参加することは困難」として以
後の不参加を表明。

• ２０１７年７月７日採択（賛成１２２、反対１（オランダ）、棄権１（シンガポール）

会議の公式サイトで公開： https://www.un.org/disarmament/ptnw/index.html
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核兵器禁止条約議長草案

• 2017年5月22日、ホワイト議長（コスタリカ）が発表
（A/CONF.229/2017/CRP.1）

•諸国の見解が収斂した要素を取り入れ、コンセンサス形成の基礎とみられ
る分野の統合であり、網羅的ではない。

•草案準備の指針・原則
1. 補完性：現行諸文書を強化・補完する。不拡散レジーム、とくにNPTを損なわない。

2. 強化：現行不拡散規範の抜け穴とならない。

3. 単純かつ無差別な性質：明確で力強い核兵器の禁止。

4. 将来の基礎：未来志向。柔軟かつ長期永続的な設計。核軍縮に向けた一歩。NWS
の今後の加入の道筋と枠組みを定め、核兵器のない世界の維持・達成を促進。
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核兵器禁止条約の基本構造

•前文、本文（２０か条）、末文

•普遍的条約を目指す：１２条（普遍性）、１３条（署名）、１４条（批准等）

•発効要件：５０か国の批准等（１５条）

•留保：禁止（１６条。「この条約の各条の規定」につき）

•有効期間：無期限（１７条１）

•脱退：「自国の至高の利益を危うく」する「異常な事態」の存在と通告で可
（１７条２）。通告後１２か月で脱退可だが、武力紛争中の脱退不可（同３）。

•改正：締約国の３分の２の賛成で改正→過半数締約国の批准→批准国に
つき改正発効（１０条）
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前文とは
•一般に拘束力はないが、条約解釈で参照される。

• 条約の「文脈」を構成し、条約の「趣旨及び目的」が示される。
• 「条約は、文脈によりかつその趣旨及び目的に照らして与えられる用語の通常の意味に従い、誠
実に解釈するものとする。 」（ウィーン条約法条約３１条１）

• 「条約の解釈上、文脈というときは、条約文（前文及び附属書を含む。）のほかに、次のものを含め
る。・・・」（同２柱書）

•条約作成の動機、前提となる認識、行動目標等を示す。
• 今後の締約国会合・検討会合運用の指針となりうる。

• 非締約国によるオブザーバー参加の際の考慮事項となりうる。

• どこまで条約締約国と非締約国が認識を共有できるかが課題

•本条約前文の構成
• ２～７段（事実の認識と評価）、８～１１段（使用禁止規範の認識と評価）、１、１２～１７
段（軍縮規範と行動）、１８～２１段（関連規則）、２２～２４段（軍縮の担い手と手法）
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前文①：核兵器に関する事実認識と評価
•核使用の人道上の帰結への憂慮、廃絶が不使用確保の唯一保証
との認識（２段）

•核兵器の存在によるリスクの留意、人類の安全、核使用防止の共
通責任（３段）

•核兵器の帰結への対処不可能性、越境性、人類の生存等への影響
の認識（４段）

•核軍縮の倫理上の要請を認め、国と集団の安全保障の利益に資す
る（5段）

• ヒバクシャの苦しみと害に留意（6段）

•先住民への核兵器活動の影響（7段）
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前文②：核兵器使用禁止規範の認識と評価

• 国際法（国際人道法・人権法）の遵守必要性の再確認（8段）
• 2010年NPT再検討会議最終文書

• 国際人道法、特に戦闘の方法手段選択権の制限、区別原則、無差別攻
撃禁止、均衡性・予防措置、不必要な苦痛禁止、自然環境保護規則への
立脚（9段）
• 対人地雷禁止条約やクラスター弾条約の前文に類似条項

• いかなる核使用も国際法に違反することを考慮（10段）
• 1996年ICJ核兵器勧告的意見では、一般的に違法だが「自衛の極端な状況」の場合
は不明と。

• 「威嚇」に言及せず

• いかなる核使用も人道の諸原則・公共の良心に反すると再確認（11段）
• マルテンス条項
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前文③：核軍縮規範と今後の行動

• 国連憲章の目的・原則の実現への貢献を決意（１段）
• 憲章１、２条

• 国連憲章の武力行使・威嚇の禁止と軍備転用最少化原則の想起（12段）
• 憲章２条４、２６条

• 国連総会第1号決議その他類似決議の想起（13段）
• 核軍縮停滞、安全保障の核兵器依存等の憂慮（14段）

• 核兵器禁止は核兵器のない世界に貢献と認識、この目的へ行動を決意
（15段）

• 全面完全軍縮に前進する決意（16段）
• 核軍縮誠実交渉・完結義務を再確認（17段）

• ＩＣＪ核兵器勧告的意見主文２Ｆで初めて判示
• ＮＰＴ６条では、核軍縮の効果的措置につき誠実に交渉する義務
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前文④：他の核軍縮関連規範の地位
• ＮＰＴは核軍縮・不拡散体制の礎石、国際平和・安全に不可欠と再
確認（18段）

• ＣＴＢＴと検証体制の不可欠な重要性を認識（19段）

•非核兵器地帯の意義を再確認（20段）

•原子力の平和利用の「奪い得ない権利」の強調（21段）
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前文⑤：核軍縮促進の担い手と手法

•男女平等と女性の軍縮への参加支援・強化の約束（22段）
• 国連安保理決議１３２５：紛争予防・解決、平和構築、平和維持での女性の
役割の重要性

•平和・核軍縮教育等の重要性、条約周知の約束（23段）
• 汚名化の視点

•公共の良心の役割と国連、赤十字、ヒバクシャ等の努力の認識（24
段）
• 規範強化の担い手としての市民社会の役割
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禁止行為（１条(a)～(g)）
「いかなる場合」も以下の行為を行わない・・・「復仇」「内戦」も含むと解される

• 核兵器等の開発、実験、生産、製造、取得、保有、貯蔵・・・（a）
• 非爆発的実験も含まれると解し得る。

• 核兵器等（とその管理）の移譲・受領・・・（ｂ、ｃ）

• 使用、「使用するとの威嚇」・・・（ｄ）
• 核抑止政策との関係が問題となる（後述）

• 禁止行為につき他者への援助、奨励、勧誘・・・（e）
• 資金供与の禁止措置は義務ではないが、任意にとりうる。

• 禁止行為の他者からの援助の請求と受領・・・（ｆ）

• 領域内・管轄/管理下での核兵器等の配置・設置・配備の許可・・・（ｇ）
• 大陸棚・ＥＥＺを含むと解する諸国（東南アジア）
• 「通過」を(e)に基づき禁止しうると解する（イラン）
• 通過を認める裁量権を主張（シンガポール：バンコク条約７条を参照）
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（考察①）核抑止政策・態勢とＴＰＮＷ
• 核抑止政策・態勢の主要な構成要素の禁止

• 使用、使用するとの威嚇、保有等の禁止（１条）。運用からの撤去（４条２）。
• 「条約加入は核抑止政策と両立しない」（2017年7月7日米英仏共同声明）

• 使用の禁止
• 核抑止（における使用）の「信憑性」を損なう → 核抑止の実効性が大きく低減 → 核抑止
政策を維持する国に条約加入の動機は生じない

• 既存の国際法における「使用」の違法性を前提（前文１０段）→非締約国の説明責任の追及
へ

• 核のタブーの強化につながる

• 「使用するとの威嚇」（threaten to use）の禁止
• 使用の威嚇（threat of use）との相違。→ある種の抑止政策の許容をめぐる議論

• 「緊急抑止」（差し迫った攻撃を自制させる）と「一般抑止」（脅威切迫自体を防止） → 後者は禁止され
ない？

• だが、核抑止の「信憑性」は損なわれる → 使用禁止と同じ結果
• 既存の国際法における「使用するとの威嚇」の違法性を前提としていない。

• 武力行使・威嚇の禁止（前文１２段）には自衛権に基づく議論がある
• 核抑止の本質を「威嚇」とみる視点 → 紛争の平和的解決の文脈での意義

• 特定国への核使用を想定した軍事演習は「使用するとの威嚇」となりうる
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（考察）核傘下国と禁止行為（１条）
•禁止行為の他者への援助・奨励・勧誘の禁止

• 他国の「使用・使用するとの威嚇」への援助・奨励・勧誘は条約違反 → 核傘下国
は締約国になれない

• 「一般抑止」≠禁止行為との解釈が正しければ、「一般抑止」にのみ依存する国は締
約国となりうるとの議論が生じる
• 但し、この場合の「一般抑止」は抑止の実効性が疑わしい。使用が想定されない象徴的な意味
での「核の傘」でしかなくなる

• 核保有国との軍事協力関係≠条約違反

•領域内・管轄/管理下での核兵器等の「配置・設置・配備」の許可の禁止
• 「核共有」は禁止 → 他国核の所在国（後述）
• 領海内「無害通航権」や国際海峡の「通過通航権」は「継続的かつ迅速」な通航な
ので禁止されない。

• 港湾内（内水）での停泊（寄港）、航空機の着陸は禁止される可能性
• 寄港の常態化＝母港化の禁止？
• 非核兵器地帯諸条約（除、トラテロルコ）では、締約国に決定の自由を認める。
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申告（２条）・保障措置（３条）
２条：３０日以内に事務総長に申告

• 発効前に所有・占有しており、廃棄したか（１a）・・・（旧保有国）

• 現に所有・占有しているか（1b）・・・（現保有国）

• 域内、管轄/管理下に他国の核があるか（1c）・・・（他国核所在国）

→ 上記いずれもNOの場合・・・（非保有国）

３条：非保有国（他国核所在国を含む）の保障措置
• 現行のＩＡＥＡ保障措置協定を維持する義務（1項）

• 包括的保障措置協定の交渉・発効義務・・・未締結/未発効の場合（2項）
• １８０日以内の交渉開始、１８カ月以内の発効（自国についての条約発効から）

→ ＮＰＴ並みの保障措置の維持
• ＩＡＥＡ追加議定書（INFCIRC/540（corrected））標準化の抵抗要因となる可能性

• 禁止規範受諾が、より制約のない「平和利用」追求の口実とならないか？

• 「将来において自国が採択する追加の関連する文書」が追求されるか？
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廃棄措置（４条）
４条１：旧保有国

• 廃棄につき「指定当局」と協力して検証。
• 当局は全締約国に報告。

• 平和利用からの転用防止でＩＡＥＡと保障措置協定を締結
• １８０日以内に交渉開始、１８カ月以内に発効

４条２、３：現保有国
• 核兵器等の運用上の地位の撤去義務（即時） ← 検証措置が課題
• 核兵器等の廃棄義務（最初の締約国会合による決定期日まで）
• 検証付・期限付・不可逆な法拘束的廃棄計画の提出計画を「指定当局」と交渉、締約国会合/検討
会合で承認

• 平和利用からの転用防止でＩＡＥＡと保障措置協定を締結
• 廃棄計画完了日までに交渉開始、開始後１８カ月以内に発効、国連事務総長に最終申告。

４条４：他国核所在国
• 他国核の速やかな撤去の確保（最初の締約国会合決定期日まで） ← 検証措置が課題
• 義務履行につき国連事務総長に対して申告

４条５：進捗状況の報告義務→締約国会議・検討会議

４条６：廃棄計画を交渉・検証する当局の指定（全締約国による）
• 未指定の場合の「特別会合」の招集
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（参考）２～４条関係の整理
旧保有国
（核兵器廃棄済の国）

現保有国 他国核所在国
（非保有国）

非保有国

申告（２条） かつて所有/占有してお
り廃棄したと申告

所有/占有していると申告 域内に他国核が所在す
ると申告

左記のいずれにも
該当しないと申告

核兵器の廃
棄措置（４
条）

廃棄につき「指定当局」
と協力して検証。

・核兵器の運用上の地位の
撤去（即時）

・核兵器の廃棄（締約国会合
決定期日まで）

・「除去計画」の提出と交渉
（「指定当局」と）、承認（締約
国会合等で）

・速やかな撤去の確保
（締約国会合決定期日ま
で）
・事務総長への申告

なし

平和利用転
用防止（３，
４条）

ＩＡＥＡと保障措置協定を
締結・発効（４条１）

・ＩＡＥＡと保障措置協定を締
結・発効（４条３）
・事務総長に最終申告

包括的保障措置協定を
維持/締結（３条）

包括的保障措置協
定を維持/締結（３
条）

締約国会合
等への報告

進捗状況を報告（４条
５）

進捗状況を報告（４条５） 進捗状況を報告（４条５） なし
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積極的義務（５、６、７条）
５条（国内的実施措置）

• 国内履行措置の義務（１項）

• 禁止活動の防止・抑止の措置（罰
則を含む）（２項）
• 管轄・管理下の個人による禁止活動
（属人主義）

• 管轄・管理下の領域内における禁止
活動（属地主義）

６条（被害者援助、環境回復）
• 締約国の管轄下の個人への援助
提供義務（１項）
• 国際人道法・国際人権法に従う

• 年齢・性別などに配慮した援助

• 社会的・経済的包摂性の確保

• 締約国の管轄/管理下汚染地域
の環境回復措置義務（２項）

• 他の国の義務に影響せず（３項）
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７条（国際協力・援助）
• 条約実施の相互協力義務（１項）と他国への援助請求・受領権（２項）
• 対被害国援助義務（３項）と被害者のための援助義務（４項）・・・応能負担
• 国際援助（民間援助も）と二国間援助による（５項）
• 被害者援助・環境回復目的での使用・実験締約国の援助責任（６項）

• 国際法上の他の義務に影響しない



制度的取極

８条（締約国会合）

• 条約の運用実施、更なる核軍縮措置
の検討・決定（１項）
• 核兵器の廃棄措置（追加議定書を含む）
など

• 発効後１年以内に第１回。２年毎に開
催（２項）

• 特別会合（締約国の１/３の要請）（３
項）・・・４条６参照

• 検討会合（６年毎）（４項）

• 非締約国、国連等国際機関、赤十字、
NGOのオブザーバー招請（義務）（５
項）

９条（費用）
• 締約国会合・検討会合・特別会合

• 締約国、オブザーバー非締約国が負
担・・・国連分担率（１項）

• 事務総長の費用（２、４、１０条）
• 締約国負担・・・国連分担率（２項）

• 廃棄措置、廃棄検証措置（４条）
• 措置の適用対象締約国（３項）

１０条（改正）・・・前述
１１条（紛争解決）
• 当事国の協議義務（１項）
• 締約国会合の関与（２項）

• あっせん提供、勧告等

１２条（普遍性）、１３条（署名）、１４
条（批准など）、１５条（発効）、１６条
（留保）、１７条（有効期間・脱退）・・・
前述
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他の協定との関係（１８条）
•既存の国際協定上の義務に影響しない。但し、両立する場合に限る。

• 武器貿易条約（ATT）２６条１を援用
• ATTでは、締約国間での（事前・事後の）防衛協力協定との関係が問題となり、協定義務
がATT義務と両立しない場合に協定を合法的に実施できないことを確保する趣旨。

• ＮＰＴとの関係が焦点・・・交渉段階
• ＮＰＴの不拡散義務を緩和しない趣旨（抜け穴とならない）

• 条約実施が、両立していない他の協定義務に優先するとの趣旨。

• ３条で包括的保障措置協定を義務付けＮＰＴ並みを維持しているので、不拡散
義務は「両立」している。

•他の協定との関係
• 「両立」しない場合、協定義務より条約義務が優先
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核兵器禁止条約の特徴

1. 核兵器の「禁止」の確立・・・1996年ICJ勧告的意見からの発展
① 開発・保有その他の禁止を含めた包括的な禁止
② 使用の違法性の「確認」
③ 威嚇の禁止規範の「創設」

2. 「廃絶」への道筋・・・「核兵器のない世界」というゴールの可視化
① すべての核保有国の加入＝事実上の核廃絶
② 加入のドアを開かせる方策の議論・・・締約国会合
③ 核軍縮誠実交渉・完結義務の再確認

3. 人道的アプローチに基づく「汚名化」の深化
① 平和・核軍縮教育の重要性・・・市民社会の役割・被爆国の役割
② 核使用の帰結の非人道性 → 核兵器の多面的な非難
③ 非人道性から非正当性へ・・・説明責任の転換（どちらが常識か）
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核兵器禁止条約の課題

• 使用禁止等の「規範」確立による「汚名化」の「実効性」

• 平和・核軍縮教育促進、使用の犯罪化、資金供与禁止

• 保有国を廃絶プロセスに巻き込む建設的な提案の必要性

保有国不参加で
は実効性がない

• 核使用の帰結とそのリスクは安全が確保された状態か？

• 核兵器（核抑止）は有用か（実効性と破綻リスク）？

• 核抑止依存は「核威嚇」依存。紛争の平和的解決を阻害。

安全保障を考慮
していない

• 禁止条約こそＮＰＴ６条の誠実な履行

• 禁止条約はＮＰＴ（不拡散義務等）を強化・補完

• 禁止条約グループとしての今後の行動が課題・・・２０２０問題

ＮＰＴ体制を壊す
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核軍縮への人道的アプローチを
考える

46



人道的アプローチの先例

禁止条約の

成立

兵器の
汚名化

人道上の
帰結への
着目

対人地雷禁止条約（1997/1999）

• 有志国とＮＧＯの連携（オタワ・プロセス）

• 論拠としての非人道性

• 日本を含む１６２か国が締結（署名は１３３カ国）

• 使用、貯蔵、生産、移譲等を全面的に禁止

クラスター弾条約（2008/2010）

• 有志国とＮＧＯの連携（オスロ・プロセス）

• 論拠としての非人道性（証明が課題）

• 日本を含む１００カ国が締結国（署名１０８カ国）

• 使用、貯蔵、生産、移譲等を禁止も、禁止活動を
行う非締約国との軍事行動・協力を許容（相互運
用条項）
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核軍縮への人道的アプローチの特徴と課題
• 核兵器の使用がもたらす人道上の帰結、つまり核兵器使用の非人道性に着目
して、これを根拠に核軍縮を進め、核廃絶を実現しようとする取組み方法。

• 特徴
• 核使用の人道上の帰結（⇔安全保障上の帰結）の重視

• 人間の安全保障の視点 → パラダイムシフト → 非人道性の「決定的証拠」の提示
• 核軍縮への多様なアプローチ間の対立の克服

• ＮＡＣ決議、ＮＡＭ決議、モデル核兵器条約（マレーシア決議）
• 既存規範への「接ぎ木」（法的ギャップを埋める）：禁止から廃絶へ
• 非保有国と市民社会の協働による先行

• コンセンサスからの離脱（NPT、CD） → 保有国・依存国の置き去り
• 核兵器の汚名の深化 → 脱正統化（de-legitimatization）の契機

• 課題
• 核兵器に依存する安全保障論との対峙の先鋭化

• 回避した安全保障論の再論 ← 脱正当化で説明責任の転換が生じるか？
• 核兵器の「神話」の解体

• 既存のフォーラム（ＮＰＴ、ＣＤ）との関係
• 補完か？対立か？ ← 国連総会第１委員会の役割
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（参考）条約の概念図
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使用・使用
するとの威
嚇の禁止

兵器・管理
の移譲・受
領の禁止

貯蔵・保有
の禁止

域内の配
置・設置・配
備の禁止

開発・生産・
製造・取得
の禁止

実験の禁止

援助・奨励・
勧誘の禁止

非保有国

核兵器禁止条約

NPT並みの保障措置下で軍事転用防止

旧保有国
「指定当局」と協力して廃棄済みを検証

締約国
会合等

廃棄

廃棄

→ＩＡＥＡと保障措置交渉・発効→軍事転用防止

廃絶計画
の提出現保有国

「指定当局」
と交渉

締約国会合
で承認

ＩＡＥＡと保障措置交渉・発効→軍事転用防止運用
除去

非
締
約
国

追加議定書等

他国核所在国 速やかな撤去の確保 撤去
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